
令和6年第1回紀の川市議会定例会議案書

和歌山県紀の川市



報告第1号

専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第1 7 9条第1項の規定により別紙のとおり
専決したので、 同条第3項の規定によりこれを報告し、 承認を求める。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方自治法第1 7 9条第3項の規定により報告し、 承認を求める。
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専 決 処 分 書

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第1 7 9条第1項の規定により、 紀の川市手
数料条例（平成1 7年紀の川市条例第5 9号）の一部改正について 、 別紙のとおり専決
処分する。

令和6年1月I 5日

理由

紀の川市長 岸 本 健

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和5年政令第3
4 7号）等が令和6年3月1日から施行されることに伴い、 紀の川市手数料条例の一部
を改正する必要が生じたが、 緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないので、
地方自治法第1 7 9条第1項の規定により専決処分する。
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c 

紀の川市手数料条例の一部を改正する条例

令和6年1月15日
条例第1号

紀の川市手数料条例（平成17年紀の川市条例第59号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

改 正 月‘ I’J 改 正 後

別表（第2条、 第7条関係） 別表（第2条、 第7条関係）
手数料の種類 単位 金額 手数料の種類 単位 金額

(1)戸籍の謄本若しくは抄本 略 略 (1)戸籍の謄本若しくは抄本 略 略
又は磁気ディスクをもって 又は戸籍証明書
調製された戸籍に記録され
ている事項の全部若しくは
一部を証明した書面の交付 の交付
手数料 手数料

(2)戸籍に記載した事項に関 略 略 (2)戸籍に記載した事項に関 略 略
する証明書の交付手数料 する証明書の交付手数料

(3)除かれた戸籍の謄本若し 略 略 (2)の2 戸饉電子証明書提 戸籍電 4 00円（地方公共団体の
くは抄本又は磁気ディスク 供用識別符号の発行手数料 子証明 手数料の標準に関する政令
をもって調製された除かれ 書提供 に規定する総務省令で定め
た戸籍に記録されている事 用識別る金額等を定める省令（平
項の全部若しくは一部を証 符号1成12年自治省令第5号）



改 正 月
‘

I
’

J 改 正 後
明した書面の交付手数料 件につ第1条の2に規定する方法

(4 )除かれた戸籍に記載した 略 略 度 により発行する場合及び同
事項に関する証明書の交付 ー事項の戸籍の謄本若しく
手数料 は抄本又は戸籍証明書との

(5)戸籍に関する届出若しく 略 略 同時の請求に対して発行す
は申請の受理の証明書区は る場合にあっては、 無料）
戸籍法（昭和22年法律第 (3)除かれた戸籍の謄本若し 略 略
224 号）第4 8条笙2項 くは抄本又は除籍証明書
（同法堕11 7条において
準用する場合を含む。 ）若
しくは第12 6条の規定に

中 基づく届書その他市長の受 の交付手数料
理した書類に記載した事項 (4 )除かれた戸籍に記載した 略 略
の証明書 事項に関する証明書の交付

手数料
の交付手数料 (4 )の2 腔籍電子証明書提 除籍電 700円（地方公共団体の

(6)戸籍法第4 8条第2項（ 書類＿ 略 供用識別符号の発行手数料 子証明 手数料の標準に関する政令
同法第11 7条において準 書提供 に規定する総務省令で定め
用する場合を含む。 ）の規 用識別 る金額等を定める省令第1
定に基づく届書その他市長 符号1条の2に規定する方法によ
の受理した書類 件につ り発行する場合及び同一 事

主 項の除かれた戸籍の謄本若
の閲覧手数料 - 1 件 しくは抄本又は除籍証明書



改 正 月‘’

lj 改 正 後
につき との同時の請求に対して 発

略 略 略 行する場合にあって は、 無
(1 6)複写手数料 略 略 料）
(1 6の2)行政不服審査法（ 略 略 (5)戸籍に関する届出若しく 略 略

平成26年法律第68号） は申請の受理の証明書、
第38条第4 項に基づく書
類等の交付手数料

略 略 略

届書その他市長の受
c 理した書類に記載した事項

の証明書又は電子化された
届書等情報の内容の証明書
の交付手数料

(6)戸籍に関する 書類呂 略
は届書
等情報

届書その他市長 の内容
の受理した書類又は電子化 を表示
された届書等情報の内容を したも
表示したものの閲覧手数料 [!)_ 1件

につき



C9) 

改 正 月
ヽ r IJ 

附 則（令和6 年 1 月 1 5 日条例第 1 号）
この条例は、 令和6年3月1日から施行する。

改 正 後
略 略 略

(1 6) 複写手数料 略 略
(1 6) の2 行政不服審査法 略 略

（平成26年法律第68 号
）第38 条第4 項に基づく
書類等の交付手数料

略 略 略



報告第2号

専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第1 7 9条第1項の規定により別紙のとおり
専決したので、 同条第3項の規定によりこれを報告し、 承認を求める。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方自治法第1 7 9条第3項の規定により報告し、 承認を求める。
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専 決 処 分 書

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第1 7 9条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市一般会計補正予算（第 7号）について、 別紙のとおり専決処分する。

令和6年1月22日

紀の川市長 岸 本 健
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諮間第1号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として 推薦したいから、 人権擁護委員法（昭和24
年法律第13 9号）第6条第3項の規定により、 議会の意見を求める。

記

住 所 紀の川市貴志川町前田63 1番地12 

氏 名
み み

美
冠
和

＜
國

昭和31年12月24 日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
人権擁護委員が、 令和6年6月30日任期満了となることに伴い、 三國和美君を人権

擁護委員の候補者として 推薦するため。
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諮間第2号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として 推薦したいから、 人権擁護委員法（昭和24

年法律第 1 3 9 号）第6条第 3項の規定により、 議会の意見を求める。

記

住 所 紀の川市桃山町神田 1 2 5 番地 1

氏 名
鱈
本

震
宮

おさむ
‘‘ム
釦

昭和 3 6 年 2 月 1 日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
人権擁護委員が、 令和6年6月 30 日任期満了となることに伴い、 宮本治君を人権擁

護委員の候補者として 推薦するため。
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議案第1号

長田竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を長田竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市深田93番地1
いわ お よし たか

氏 名 岩 尾 喜 高

昭和26年3月5日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

長田竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 岩尾喜高君を長田竜門財産区管理委員に
選任するため。
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議案第2号

長田竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を長田竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

住 所 紀の川市深田1番地

記

そ わ しゅん じ

氏 名 曽 和 俊 次

昭和22年5月2日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

長田竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 曽和俊次君を長田竜門財産区管理委員に
選任するため。
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議案第 3 号

長田竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を長田竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市別所13 1番地

氏 名
しゃ

林
は

芦
立
廣

昭和3 4 年 2月 26日生

令和6年2月 2 2日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
長田竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 林廣彦君を長田竜門財産区管理委員に選

任するため。
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議案第4 号

長田竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を長田竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市北長田21 0番地3
いま き ふみ のり

氏 名 今 木 史 典

昭和36年5月 9日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

長田竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 今木史典君を長田竜門財産区管理委員に
選任するため。
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議案第5号

長田竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を長田竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市長田中 4 33番地

氏 名 髯天
ぉ
夫

き
季

と
登

昭和26年2月8日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
長田竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 奥登季夫君を長田竜門財産区管理委員に

選任するため。
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議案第6号

長田竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を長田竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市風市3 7 3番地
き た よし つぐ

氏 名 喜 多 芳 嗣

昭和22年8月12日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

長田竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 喜多芳嗣君を長田竜門財産区管理委員に
選任するため。
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議案第 7 号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7 年紀の川市条例第6 号）第 3 条第 1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市上田井 1 1 8 番地2

き よ は ら いく はる
氏 名 清 原 郁 晴

昭和 30 年6月 2 3日生

令和6年 2月 2 2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 清原郁晴君を竜門財産区管理委員に選任する
ため。
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議案第8号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市荒見104 番地
いま にし とし ふみ

氏 名 今 西 敏 文

昭和24 年1月3日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 今西敏文君を竜門財産区管理委員に選任する
ため。
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議案第9号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市荒見4 72番地1
にし がい と ま さ ゆき

氏 名 西 垣 内 正 之

昭和1 9年3月30日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 西垣内正之君を竜門財産区管理委員に選任す
るため。

- 19 -



議案第10号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市杉原4 4 6番地

氏 名
只
上

＞
井

さ とし

敏

昭和29年11月28日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 井上敏君を竜門財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第1 1 号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市勝神36 1 番地

氏 名
屈
本

認
榎

のぼる

登

昭和32年1 月8日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 榎本登君を竜門財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第12号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市勝神11 3番内2号チ地

やなぎ だに やす のぶ

氏 名 柳 谷 育 伸

昭和 2 3年4 月6日生

令和6年 2月 2 2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 柳谷育伸君を竜門財産区管理委員に選任する
ため。
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議案第13号

竜門財産区管理委員の選任について

下記の者を竜門財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市遠方52番地1

氏 名 小
鯰
崎

ぉ
夫

麟
伸

昭和2 7年4 月 7日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
竜門財産区管理委員の任期満了に伴い、 小崎伸夫君を竜門財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第14 号

南北志野財産区管理委員の選任について

下記の者を南北志野財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例 (
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市北志野368番地
いな が き まさ とし

氏 名 稲 垣 雅 俊

昭和34 年1月1 7日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

南北志野財産区管理委員の任期満了に伴い、 稲垣雅俊君を南北志野財産区管理委員に
選任するため。
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議案第15号

南北志野財産区管理委員の選任について

下記の者を南北志野財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市北志野4 82番地

き む ら ただ ひろ

氏 名 木 村 忠 博

昭和33年4 月22日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

南北志野財産区管理委員の任期満了に伴い、 木村忠博君を南北志野財産区管理委員に
選任するため。

- 25 -



議案第16号

南北志野財産区管理委員の選任について

下記の者を南北志野財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市北志野363番地
き む ら ひさ みつ

氏 名 木 村 久 光

昭和33年3月25日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

南北志野財産区管理委員の任期満了に伴い、 木村久光君を南北志野財産区管理委員に
選任するため。
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議案第1 7号

南北志野財産区管理委員の選任について

下記の者を南北志野財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市南志野4 5番地4

氏 名 こJ ヽ
しゃ

林
ば tO

哲

ぅ
r
p
ろ
良

昭和29年5月23日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
南北志野財産区管理委員の任期満了に伴い、 小林

哲

郎君を南北志野財産区管理委員に
選任するため。
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議案第18号

南北志野財産区管理委員の選任について

下記の者を南北志野財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（
平成2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市南志野10 6番地

氏 名
しゃ

林
は

冨
謬
照

昭和27年5月16日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
南北志野財産区管理委員の任期満了に伴い、 林照康君を南北志野財産区管理委員に選

任するため。
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議案第 1 9号

静川財産区管理委員の選任について

下記の者を静川財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7 年紀の川市条例第6 号）第 3 条第1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市名 手上4 9番地3
き む ら のり ひこ

氏 名 木 村 紀 彦

昭和 35 年1 月 28 日生

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

静川財産区管理委員の任期満了に伴い、 木村紀彦君を静川財産区管理委員に選任する
ため。
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議案第 20 号

静川財産区管理委員の選任について

下記の者を静川財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7 年紀の川市条例第6号）第 3条第1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市平野60 5 番地 1

氏 名
麟
岡

冒
杉

ス
ノょ

照
し ご

五

昭和 25 年1 1 月 26日生

令和6年 2月 2 2日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
静川財産区管理委員の任期満了に伴い、 杉岡照五君を静川財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第 2 1 号

静川財産区管理委員の選任について

下記の者を静川財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7 年紀の川市条例第 6 号）第 3 条第 1 項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川市名 手下2 1 3 番地

氏 名
せ
谷

は
長

らき
章
ぁ

昭和24 年 6 月 1 6 日生

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
静川財産区管理委員の任期満了に伴い、 長谷章君を静川財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第 2 2号

紀の 川市犯罪被害 者等支援条例の制 定について

紀の 川市犯罪被害者等支援条例を別紙の とおり制 定するもの とする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の 川市長 岸 本 健

犯罪被害者等を地域社会全体で支え る意識の醸成を図 るため。
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紀の川 市犯罪被害 者等支援条例

（ 目 的）

令和 年 月 日
条例第 号

第1条 この条例は、 犯罪被害 者等基本法（平成16年法律第16 1号）に基づき 、 紀
の川市（以下 「 市」 という。 ）におけ る犯罪被害者等の支援のた めの施策 に関する基
本 となる事項を定めることにより、 犯罪被害者等が 必要とする施策 を総合的に推進し、
もって犯罪被害 者等が 受けた被害の軽減及び回復 を図 ることを目 的とする。
（定義 ）

第2条 この条例において 、 次の各号に掲げる用語の意義 は、 それぞ れ当該各号に定め
るところ による。

(1) 犯罪等 犯罪及びこれに準ず る心身に有害な影響を及ぼす行為 をいう。
(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被 った 者及びその家族又は遺族をいう。
(3) 市民等 市内に居住し、 勤務し、 又は在学する者及び市内において 事業活動 を行

って いる個 人、 法人その他の団体をいう。
(4 ) 民間支援団体 犯罪被害者等の支援を行うことを目 的とする民間の団体をいう。
(5) 関係機 関等 国 、 和歌山県その他の関係機 関及び民間支援団体その他の犯罪被害

者等の支援に関係するものをいう。
（基本理念）

第3条 犯罪被害 者等の支援 は、 犯罪被害者等が 平穏な生活を取り戻すま での間、 被害
の状況 及び原因 、 犯罪被害者等が置かれて いる状況その他の事情 に応 じ、 適切 に途切
れることなく行わ れなけ ればならない。

2 犯罪被害者等の支援 は、 その過程において 、 犯罪被害者等の名 誉 又は生活の平穏 を
害することのないよう行わ れるとともに、 犯罪被害者等に係 る個 人情報の適 正な取扱
いの確保 に最大限配慮して 行わ れなけ ればならない。
（市の責務）

第4 条 市は、 前条に規定す る基本理念 （以下 「 基本理念」 という。 ）にのっとり、 関
係機 関等との役割 を踏ま え つつ、 総合的かつ体系的に支援を行う責務 を有す る。
（市民等の責務）

第5条 市民等は、 基本理念 にのっとり、 犯罪被害者等の名 誉 又は生活の平穏を害する
ことのないよう十分配慮するとともに、 市及び関係機 関等が 行う犯罪被害者等の支援
に協力するよう努めなけ ればならない。
（相談 及び情報の提供等）

第6条 市は、 犯罪被害 者等が 日常生活又は社会生活を円滑に営むことが でき るように
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するため、 犯罪被害 者等が直面 して いる 各般の間題について相談に応 じ、 必要な情報
の提供及び助言を行うとともに、 関係機 関等との連絡調整を行うものとする。
（支援金の支給）

第 7条 市は、 犯罪被害 者等が受け た被害による経済的負担の軽減を図 るため、 規則で
定めるところ により、 支援 金を支給するものとする。
（居住の安定）

第8条 市は、 犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等の
居住の安 定を図 るため、 必 要な施策 を講ずるものとする。
（広報及び啓発）

第 9条 市は、 犯罪被害 者等の支援について、 市民等の理解を深めるための広報及び啓
発に努めるものとする。
（民間支援団体への支援 ）

第10条 市は、 民間支援団体が行う犯罪被害 者等を支援する活動の促進 を図 るため、
必 要な支援 を行うものとする。
（委 任）

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、 規則で定める。

附 則
この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。
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議案第23号

紀の川市消防団条例の一部改正について

紀の川市消防団条例（平成1 7年紀の川市条例第19 9号）の一部を別紙のとおり改
正するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

消防団員の報酬 に関して 、 所要の改正を行うため。
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36 

紀の川市消防団条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市消防団条例（平成17年紀の川市条例第19 9号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

改 正 月‘ l’j 改 正 後
（報酬） （報酬）

第12条 略 第12条 略
（新設） 旦 前項の規定にかかわらず、 団員が、 水火災その他の災害により

出動をしたとき は、 当該出動をした日1日につき 8, 0 0 0円を
超えない範囲内で規則で定める額の報酬を支給する。

（新設） 旦 年額の報酬は、 年の中途において就任し、 又は退団し、 若しく
は死亡した場合について は日割り計算により支給する。 ただし、
その額に1円未満の端数があるとき は、 こ れを切り捨てた額とす
る。

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
こ の条例は、 令和6年4 月1日から施行する。



議案第24 号

紀の川市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について

紀の川市消防団員等公務災害補償 条例（平成1 7 年紀の川市条例第 2 0 3 号） の一部
を別紙のとおり改正するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

非常勤消防団員等に係る損害補償の基 準を定める政令の一部を改正する政令（令和6
年政令第 2 8 号） が令和6年4 月1 日から 施行されることに伴い、 条例の一部を改正す
るた め。
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紀の川市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市消防団員等公務災害補償条例（平成17年紀の川市条例第203号）の一部を次のように 改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中
下線の部分である。

改 正 ‘ ’  
月Ij 改 正 後

38
 

（補償基礎額）
第5条 略
2 前項の補償基礎額は、 次に定めるところに よる。
(1) 略
(2)消防作業従事者、 救急業務協力 者若しくは水防従事者又は応

急措置従事者（以下 「消防作業従事者等」 という。 ）が消防作
業等に従事し、 若しくは救急業務に協力 し又は 応急措置の業
務に従事したことにより死亡し、 負傷し、 若しくは疾病にかか
り、 又は消防作業等に従事し、 若しくは救急業務に協力 し、 又
は応急措置の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病に よ
り死亡し、 若しくは障害の状態となった 場合に は、 8, 9 0 0 
日とする。 ただし、 その額が、 その者の通常得ている収入の日
額に比して公正を欠くと認められるとき は、 1万 4 , 2 0 0円
を超えない範囲内においてこれを増額した額とすることができ
る。

3 · 4 略

（補償基礎額）
第5条 略
2 前項の補償基礎額は、 次に定めるところに よる。
(1) 略
(2)消防作業従事者、 救急業務協力 者若しくは水防従事者又は応

急措置従事者（以下 「消防作業従事者等」 という。 ）が消防作
業等に従事し、 若しくは救急業務に協力 し、 又は応急措置の業
務に従事したことにより死亡し、 負傷し、 若しくは疾病に かか
り、 又は消防作業等に従事し、 若しくは救急業務に協力 し、 又
は応急措置の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病に よ
り死亡し、 若しくは障害の状態となった 場合に は、 9, 1 0 0 
日 とする。 ただし、 その額が、 その者の通常得ている収入の日
額に比して公正を欠くと認められるとき は、 1万 4 , 2 0 0円
を超えない範囲内に おいてこれを増額した額とすることができ
る。

3 · 4 略



改 正 月ヽ r IJ 

別表（第5 条関係）
補償基礎額表

階級 勤務年数
1 0 年未満 1 0 年以上2 20 年以上

0 年未満
円 円

団長及び副団長 1 2, 4 4 0 1 3, 3 20 略
分団長及び副分団長 1 0 ,  6 7 0  1 1 ,  5 5 0 1 2, 4 4 0 

部長、 班長及び団員 8 ,  9 0 0 9 , 7 9 0 1 0 ,  6 7 0  

39 
備考 略

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。

別表（第5 条関係）
補償基礎額表

階級

団長及び副団長
分団長及び副分団長
部長、 班長及び団員
備考 略

改 正

1 0 年未満

円
1 2, 5 0 0  

1 0 , 8 0 0 

9 ,  1 0 0 

後

勤務年数
1 0 年以上2 20 年以上

0 年未満
円

1 3, 35 0 略
1 1 ,  6 5 0 1 2, 5 0 0  

9 ,  9 5 0 1 0 ,  8 0 0  



議案第25号

紀の川市人権尊重のま ちづくり条例の全部改正について

紀の川市人権尊重のま ちづくり条例（平成18年紀の川市条例第 74 号）の全部を別
紙のとおり改正するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

近年の社会情勢の変 化により、 複雑多様化する人権問題に対応し、 更に充実した人権
施策 を推進するため。
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紀の 川市人権尊重のま ちづくり条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市人権尊重のま ちづくり条例（平成18年紀の川市条例第 74 号）の全部を改
正する。

紀の川の清流と豊かな自然にはぐ くま れ、 全国有数 の生産量と品質を誇る果物の生産
地である紀の川市。 先人が築 いて くれた歴史 ・ 文化を尊び、 新しい時代にあった暮らし
と文化を創造するとともに、 活気 に満ち た紀の川市を次世代へ引 き継いでいかなけ れば
ならない。

日本国憲法では、 基本的人権の享有が保障 さ れ、 法の下の平等が定められて いる。 ま
た、 世界人権宣言において も、 「 全て の人間は、 生ま れながらにして 自 由 であり、 か
つ、 尊厳と権利 とについて 平等である。 」 とうたわ れて おり、 私たち一 人一 人が人権尊
重を基礎として世界の人々 と共に歩む姿勢が求められて いる。

しかしながら、 今もなお、 同 和問題をはじめ、 女性、 子ど も、 高齢者、 障害者、 外国
人、 性的指向 及び性自認を理由 とした人権問題等が存在して いる。 さ らに、 感染症等に
関する誹謗中傷、 イ ンタ ーネ ッ ト による人権侵害等、 新たな課題も生じて おり、 それら
の解決に向 け た積極的かつ継続的な取組が求められて いる。

私たち は、 人権教育 ・ 人権啓発等により自 らの人権意識を高めることで人間 を尊敬
し、 あらゆ る差別や偏見のない、 明る＜ 住みよい社会を築いて いかなけ ればならない。

こうした認識の下、 人権という普遍的な文化が根付き 、 人との和が尊ばれ、 平和で心
豊かに充実した生活を誰もが等しく享 受でき る人権感覚 に満ち あふれた社会の実現を目
指し、 不断の努力 を重ねて いくことを決意し、 この条例を制 定する。

（目 的 ）
第1条 この条例は、 人権尊重のま ちづくりに関し、 市の責務並びに市民及び事業者の

役割 を明らかにするとともに、 その施策 の推進に必要な事項を定め、 もって 全て の人
の人権が尊重 さ れる豊かなま ち の実現を図 ることを目 的とする。
（不当 な差別等の禁止 ）

第2条 何人も、 同和問題をはじめとする不当 な差別その他の人権を侵害する行為 を行
って はならない。

2 何人も、 社会のあらゆ る場において 、 相互に協力 しながら、 基本的人権の尊重の理
念に照 らし不合理な理由 による不当 な差別的取扱い、 誹謗中傷その他の人権を侵害す
る行為 の防止 に取り組むものとする。
（市の責務）

第3条 市は、 第1条の 目 的 を達成するため、 人権意識の高揚を図 るための施策 その他
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の人権尊重のま ちづくりに関する 施策 （以下 「 人権 施策」 という。 ）を積極的に推進
するものとする。

2 市は、 人権施策 の推進に当 たって は 、 国、 県 及び関係機 関と連携するものとする。
3 市は 、 人権 施策 の推進に当 たって は 、 人権に関する調査研究に努めるとともに、 市

が実施した人権施策 について 公 表するものとする。
（市民の役割）

第4 条 市民は 、 互いに人権を尊重し、 自 らが 人権尊重のま ちづくりの担い手であるこ
とを自覚して 、 人権意識の高揚に努めるとともに、 家庭、 地域、 学校、 職域その他の
社会のあらゆ る分野において 人権尊重のま ちづくりに寄与するよう努めなけ ればなら
なし ‘ 。
（事業 者の役割）

第5条 事業 者は 、 事業活動に関わ る者の人権意識の高揚を図 るとともに、 市が実施す
る人権 施策 の推進に協力 するよう努めなけ ればならない。
（不当 な差別等への取組）

第6条 市は 、 第2条の規定に違反して 不 当 な差別その他の人権を侵害する行為を行っ
た市民又は 事業 者に対して 、 正しい理解が得られ、 かつ、 不当 な差別的取扱いを行わ
ないよう指導 及び助言をするものとする。
（相談支援体制 の充実）

第 7条 市は 、 同和問題をはじめとするあらゆ る不当 な差別をなくすため、 国 、 県 及び
関係機 関との連携を強化し、 相談支援体制 の充実を図 るものとする。
（人権施策 基本 方針）

第8条 市長は 、 人権施策 の総合的な推進を図 るた めの基本となる方針（以下 「 人権施
策 基本 方針」 という。 ）を定めるものとする。

2 人権施策 基本方針は 、 次に掲げる事項を定めるものとする。
(1)人権尊重のま ちづくりの基本理念
(2)人権意識 の高揚を図 るための施策 に関すること。
(3)人権に関する相談支援体制 の整備 に関すること。
(4 )人権問題におけ る分野ごとの施策 に関すること。
(5)その他人権 施策 を推進するために必要な事項

3 市長は 、 人権 施策 基本 方針を定めるに当 たって は 、 あらかじめ次条に規定する紀の
川市人権施策 推進懇話会に諮間するものとする。
（紀の川市人権施策 推進懇話会の設置）

第 9条 この条例の目 的を達成するため紀の川市人権 施策 推進懇話会（以下 「懇話会」
という。 ）を置く。

2 懇話会は 、 人権施策 基本 方針に関する事項を審 議するほ か、 市長 の諮問 に応じ、 人
権尊重のま ちづくりに関する基本的事項を審 議する。
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3 懇話会は、 人権尊重のま ちづくりに関する基本的 事項に関し 、 市長に意見を述べる
ことができ る。
（委 任）

第10条 この条例に定めるもののほ か、 必要な事項は、 市長が別に定める。

附 則
この条例は、 公布の日から施行する。
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議案第26号

紀の川市議会議員の議員報酬 及び費 用弁償等に関する条例の一部改正につ
い て

紀の川市議会議員の議員報酬 及び費 用弁償等に関する条例（平成1 7年紀の川市条例
第4 2号）の一部を別紙のとおり改正するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

紀の川市議会議員の議員報酬の見直しに伴い 、 所要の改正を行うため。
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45 

紀の川 市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川 市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（平成17年紀の川市条例第4 2号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正
部分は、 次の表中下線の部分である。

改 正 月‘ ’IJ 改 正 後
（議員等の議員報酬） （議員等の議員報酬）

第2条 紀の川市議会の議長、 副議長及び議員の議員報酬は、 次の 第2条 紀の川市議会の議長、 副議長及び議員の議員報酬は、 次の
とおりとする。 とおりとする。
議長 月額 4 60, 000円 議長 月額 4 80, 000円
副議長 月額 4 10, 000円 副 議長 月額 4 4 0, 000円
議員 月額 370, 000円 議員 月額 4 00, 000円

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。



議案第27号

紀の川市国民健康保険税条例の一部改正について

紀の川市国民健康保険税条例（平成17年紀の川市条例第58号）の一部を別紙のと
おり改正するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

国民健康保険事業費納付金の確定に伴い、 税率等の改正を行うため。

- 46 -



紀の川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市国民健康保険税条例（平成17年紀の川市条例第58号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分
である。

47
 

改 正 前
（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額）

第3条 前条第2項の所得割額は、 賦課期日の属する年の前年の所
得に係る地方税法（昭和25年法律第226号。 以下 「法」 と い
う。 ）第314 条の2第1項に規定する総所得金額及び山林所得
金額の合計額から同条第2項の規定による控除をした後の総所得
金額及び山林所得金額の合計額（以下 「基礎控除後の総所得金額
等」 と いう。 ）に100分の7. 7 0を乗じて算定する。

2 略
（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

第5条 第2条第2項の被保険者均等割額は、 被保険者1人につい
て28, 000円と する。
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所
得割額）

第6条 第2条第3項の所得割額は、 基礎控除後の総所得金額等に
1 0 0分の2. 4 0を乗じて算定する。

改 正 後
（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額）

第3条 前条第2項の所得割額は、 賦課期日の属する年の前年の所
得に係る地方税法（昭和25年法律第226号。 以下 「法」 と い
う。 ）第314 条の2第1項に規定する総所得金額及び山林所得
金額の合計額から同条第2項の規定による控除をした後の総所得
金額及び山林所得金額の合計額（以下 「 基礎控除後の総所得金額
等」 と いう。 ）に100分の8. 0 0を乗じて算定する。

2 略
（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

第5条 第2条第2項の被保険者均等割額は、 被保険者1人につい
て 2 9, 000円と する。
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所
得割額）

第6条 第2条第3項の所得割額は、 基礎控除後の総所得金額等に
1 0 0分の2. 7 0を乗じて算定する。



改 正 前
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被
保険者均等割額）

第7条の2 第2条第3項の被保険者均等割額は、 被保険者1人に I 第7条の2 第2条第3項の被保険者均等割額は、 被保険者1人に

4
8
 

ついて 9, 0 0 0円とする。
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世
帯別平等割額）

第7条の3 第2条第3項の世帯別平等割額は、 次の各号に掲げる
世帯の区分に応じ、 それぞれ当該各号に定める額とする。

( 1 ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 旦.L _Q_ Q _Q円
( 2) 特定世帯 3, 2 5 0 円
( 3) 特定継続世帯 4 ,  8 7 5 円
（介護納付金課税被保険者に係る所得割額）

第8条 第2条第4 項の所得割額は、 介護納付金課税被保険者に係
る基礎控除後の総所得金額等に100分の2. 2 0を乗じて算定
する。
（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額）

改 正 後
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被
保険者均等割額）

ついて 9, 5 0 0円とする。
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世
帯別平等割額）

第 7条の3 第2条第3項の世帯別平等割額は、 次の各号に掲げる
世帯の区分に応じ、 それぞれ当該各号に定める額とする。

( 1 ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 L o o o 円
( 2) 特定世帯 3, 5 0 0 円
( 3) 特定継続世帯 5 ,  2 5 0 円
（介護納付金課税被保険者に係る所得割額）

第8条 第2条第4 項の所褐割額は、 介護納付金課税被保険者に係
る基礎控除後の総所得金額等に100分の2. 4 0を乗じて算定
する。
（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額）

第9条の2 第2条第4 項の被保険者均等割額は、 介護納付金課税 第9条の2 第2条第4 項の被保険者均等割額は、 介護納付金課税
被保険者1人について 10, 000円とする。 被保険者1人について 10, 500円とする。
（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額）

第9条の3 第2条第4 項の世帯別平等割額は、 1世帯について
5, 0 0 0円とする。
（国民健康保険税の減額）

第 9条の3 第2条第4 項の世帯別平等割額は、 1世帯について
5, 5 0 0円とする。
（国民健康保険税の減額）

第2 3条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務 I 第 2 3条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務
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改 正 前
者に対して課する国民健康保険税の額は、 第2条第2項本文の基
礎課税額からア 及びイ に掲げる額を減額して得た額（当該減額し
て得た額が65万円を超え る場合には、 65万円）、 同条第3項
本文の後期高齢者支援金等課税額からウ 及びエ に掲げる額を減額
して得た額（当該減額して得た額が22万円を超え る場合には、
22万円）並びに同条第4 項本文の介護納付金課税額からオ及び
力 に掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円
を超える場合には、 17万円）の合算額とする。

(1)法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得
金額の合算額が、 4 3万円（納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与
所得を有する者（前年中 に法第703条の5第1項に規定する
総所得金額に係る所得税法（昭和4 0年法律第33号）第28
条第1項に規定する給与所得について同条第3項に規定する給
与所得控除額の控除を受け た者（同条第1項に規定する給与等
の収入金額が55万円を超え る者に限る。 ）をいう。 以下この
号において同じ。 ）の数 及び公的年金等に係る所得を有する者
（前年中 に法第703条の5第1項に規定する総所得金額に係
る所得税法第35条第3項に規定する公的年金等に係る所得に
ついて同条第4 項に規定する公的年金等控除額の控除を受け た
者（年齢65歳未満の者にあって は当該公的年金等の収入金額
が60万円を超え る者に限り、 年齢65歳以上の者にあって は
当該公的年金等の収入金額が11 0万円を超え る者に限る。 ）
をいい、 給与所得を有する者を除く。 ）の数の合計数 （以下こ

改 正 後
者に対して課する国民健康保険税の額は、 第2条第2項本文の基
礎課税額からア 及びイ に掲げる額を減額して得た額（当該減額し
て得た額が65 万円を超え る場合には、 65 万円）、 同条第3項
本文の後 期高齢者支援金等課税額からウ 及びエ に掲げる額を減額
して得た額（当該減額して得た額が22万円を超え る場合には、
22万円）並びに同条第4 項本文の介護納付金課税額からオ及び
力 に掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円
を超える場合には、 17万円）の合算額とする。

(1)法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得
金額の合算額が、 4 3万円（納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与
所得を有する者（前年中 に法第703条の5第1項に規定する
総所得金額に係る所得税法（昭和4 0年法律第33号）第28
条第1項に規定する給与所得について同条第3項に規定する給
与所得控除額の控除を受け た者（同条第1項に規定する給与等
の収入金額が55万円を超え る者に限る。 ）をいう。 以下この
号において同じ。 ）の数及び公的年金等に係る所得を有する者
（前年中 に法第703条の5第1項に規定する総所得金額に係
る所得税法第35条第3項に規定する公的年金等に係る所得に
ついて同条第4 項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた
者（年齢65歳未満の者にあって は当該公的年金等の収入金額
が60万円を超える者に限り、 年齢65歳以上の者にあって は
当該公的年金等の収入金額が11 0万円を超え る者に限る。 ）
をいい、 給与所得を有する者を除く。 ）の数の合計数 （以下こ



5
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改 正 前
の条において 「給与所得者等の数」 という。 ）が2以上の場合
にあっては、 4 3万円に当該給与所得者等の数から1を減じた
数 に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世
帯に係る納税義務者
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。 ）
1人について 1 9, 6 0 0円

イ 略
ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額 被保険者（第1条第2項に規定する世
帯主を除く。 ） 1人について 6, 3 0 0円

工 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額
の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ
に定める額
（ア ）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 Ai 5 50円
（イ ）特定世帯 2, 2 7 5円
（ウ ）特定継続世帯 3, 4 1 3円

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納
付金課税被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。
) 1人について 7, 0 0 0円

力 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 1世帯に
ついて 3, 5 0 0円

(2 ) 法第 7 0 3 条の5 第 1 項に規定する総所得金額及び山林所得

改 正 後
の条において 「給与所得者等の数」 という。 ）が2以上の場合
にあっては、 4 3万円に当該給与所得者等の数から1を減じた
数 に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世
帯に係る納税義務者
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。 ）
1人について 呈旦i 3 0 0円

イ 略
ウ 国民健康保険の被保険者に係る後 期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額 被保険者（第1条第2項に規定する世
帯主を除く。 ） 1人について 6, 6 5 0円

工 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額
の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ
に定める額
（ア ）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 _1_i 900円
（イ ）特定世帯 2, 4 5 0円
（ウ ）特定継続世帯 3, 6 75円

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納
付金課税被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。
) 1人について 7, 3 5 0円

力 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 1世帯に
ついて 3 ,  8 5 0 円

( 2 ) 法第7 0 3 条の5 第 1 項に規定する総所得金額及び山林所得



5
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改 正 前
金額の合算額が、 4 3万円（納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与
所得者等の数が2以上の場合にあって は、 4 3万円に当該給与
所得者等の数から1を減 じた数に10万円を乗 じて得た金額を
加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき
29万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前
号に該当 する者を除く。 ）
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。 ）
1人について 上土 O OQ円

イ 略
ウ 国民健康保険の被保険者に係る後 期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額 被保険者（第1条第2項に規定する世
帯主を除く。 ） 1人について 4 ,  50 0円

工 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額
の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応 じ、 それぞ れ
に定める額
（ア ）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 旦1. 2 5 0円
（イ ）特定世帯 1, 6 2 5円
（ウ ）特定継続世帯 2, 4 3 8円

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納
付金課税被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。
) 1人について 5, 0 0 0円

改 正 後
金額の合算額が、 4 3万円（納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与
所得者等の数が2以上の場合にあって は、 4 3万円に当該給与
所得者等の数から1を減 じた数に10万円を乗 じ て得た金額を
加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき
2 9万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前
号に該当 する者を除く。 ）
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。 ）
1人について 上土 500 円

イ 略
ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額 被保険者（第1条第2項に規定する世
帯主を除く。 ） 1人について 4 ,  7 5 0円

工 国民健康保険の被保険者に係る後 期高齢者支援金等課税額
の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応 じ、 それぞれ
に定める額
（ア ）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 旦1. 5 0 0円
（イ ）特定世帯 1, 7 5 0円
（ウ ）特定継続世帯 2, 6 2 5円

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納
付金課税被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。
) 1人について _ Q_ z _ _ _  2_fr _Q円



5
2
 

改 正 前
力 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 1世帯に

ついて 2, 5 0 0円
(3)法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、 4 3万円（納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与
所得者等の数が2以上の場合にあって は、 4 3万円に当該給与
所得者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて得た 金額を
加算した 金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき
535, 000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義
務者（前2号に該当 する者を除く。 ）
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。 ）
1人について 互2 6 0 0円

イ 略
ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額 被保険者（第1条第2項に規定する世
帯主を除く。 ） 1人について 1, 8 0 0円

工 国民健康保険の被保険者に係る後 期高齢者支援金等課税額
の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ
に定める額
（ア ）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 _L 3 0 0 円
（イ ）特定世帯 650円
（ウ ）特定継続世帯 975円

改 正 後
力 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 1世帯に

ついて 2, 7 5 0円
(3)法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、 4 3万円（納税義務者並びにその世帯に属す
る国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与
所得者等の数が2以上の場合にあって は、 4 3万円に当該給与
所得者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて得た 金額を
加算した 金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき
535, 000円を加算した 金額を超えない世帯に係る納税義
務者（前2号に該当 する者を除く。 ）
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第1条第2項に規定する世帯主を除く。 ）
1人について 互 800円

イ 略
ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額 被保険者（第1条第2項に規定する世
帯主を除く。 ） 1人について 1, 9 0 0円

工 国民健康保険の被保険者に係る後 期高齢者支援金等課税額
の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ
に定める額
（ア ）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 _L 4 00円
（イ ）特定世帯 700円
（ウ ）特定継続世帯 _L__Q___g__Q円



5
3 

改 正 前
オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納

付金課税被保険者（第1 条第2項に規定する世帯主を除く。
) 1 人について 2, 0 0 0円

力 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 1 世帯に
ついて 1 ,  0 0 0円

2 国民健康保険税の納付義務者の属する世帯内に6歳に達する日
以後の最初の3月31 日以前である被保険者（以下 「未就学児」
という。 ）がある場合における当該納税義務者に対して課する被
保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき
算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するもの
とした場合にあって は、 その減額後の被保険者均等割額）に限
る。 ）は、 当該被保険者均等割額から、 次に各号に掲げる区分に
応じ、 それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。

(1 ) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割
額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ未就学児1 人につ
いて次に定める額
ア 前項第1 号ア に規定する金額を減額した世帯 4 ,  2 0 0 

日
イ 前項第2号ア に規定する金額を減額した世帯 7, 0 0 0 

日

ウ 前項第3号ア に規定する金額を減額した世帯 1 1 ,  2 0 
旱

ェ ア からウ ま でに掲げる世帯以外の世帯 1 4 ,  0 0 0円

改 正 後
オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納

付金課税被保険者（第1 条第2項に規定する世帯主を除く。
) 1 人について 2, 1 0 0円

力 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 1 世帯に
ついて 1 ,  1 0 0円

2 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に6歳に達する日
以後 の最初の3月31 日以前である被保険者（以下 「未就学児」
という。 ）がある場合におけ る当該納税義務者に対して課する被
保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき
算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するもの
とした場合にあって は、 その減額後の被保険者均等割額）に限
る。 ）は、 当該被保険者均等割額から、 次に各号に掲げる区分に
応じ、 それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。

(1 ) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割
額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ未就学児1 人につ
いて次に定める額
ア 前項第1 号ア に規定する金額を減額した世帯 4 , 3 5 0 

日
イ 前項第2号ア に規定する金額を減額した世帯 7, 2 5 0 

日

ウ 前項第3号ア に規定する金額を減額した世帯 1 1 ,  6 0 
鱈

エ ア からウ ま でに掲げる世帯以外の世帯 1 4 , 500円



改 正 前
(2 ) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ未
就学児1人について次に定める額
ア 前項第1号ウ に規定する金額を減額した世帯 1, 3 50 

旦
イ 前項第2 号ウ に規定する金額を減額した世帯 2 ,  2 50 

日
ウ 前項第3号ウ に規定する金額を減額した世帯 3, 6 0 0 

日
エ アからウ ま でに掲げる世帯以外の世帯 4上 50 0 円

3 略

改 正 後
(2 ) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、 それぞれ未
就学児1人について次に定める額
ア 前項第1号ウ に規定する金額を減額した世帯 1, 4 2 5 

日
イ 前項第2 号ウ に規定する金額を減額した世帯 2 , 3 7 5 

旦
ウ 前項第3号ウ に規定する金額を減額した世帯 3, 8 0 0 

日
エ ア からウ ま でに掲げる世帯以外の世帯 Az 750円

3 略
5

4 

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
（施行期日）

1 この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。
（適用区分）

2 改正後の紀の川市国民健康保険税条例の規定は、 令和6年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、 令和5 年度分ま での国民健
康保険税について は、 なお従前の例による。



議案第28号

紀の 川市ひとり親家庭医療費の支給に関する条例の一部改正について

紀の 川市ひとり親家庭医療費の支給に関する条例（平成19年紀の 川市条例第4 1号
）の一部を別紙の とおり改正するもの とする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の 川市長 岸 本 健

配偶者からの暴力の防止 及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正する法律（令
和5年法律第30号）が令和6年4 月1日から施行されること等に伴い、 条例の一部を
改正するため。

- 55 -



紀の川市ひとり親家庭医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市ひとり親家庭医療費の支給に関する条例（平成19年紀の川市条例第4 1号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、
次の表中下線の部分である。

改 正 ‘ ’  
目FJ 改 正 後

5
6
 

（定義）
第2条 略
2 略
3 この条例において 「配偶者のない男子又は女子」 とは、 配偶者

（婚姻の届出 をして いないが、 事実上婚姻 関係と同様の事情にあ
る者を含む。 以下同じ。 ）と死別した男子又は女子であって、 現
に婚姻（婚姻の届出をしていないが、 事実上婚姻関係と同様の事
情にある場合を含む。 以下同じ。 ）をして いないもの及びこれに
準ずる次の各号のいずれかに該当 する男子又は女子をいう。 ただ
し、 児童福祉法（昭和22年法律第164 号）第6条の4 第1項
に規定する里親を除く 。

（1) ～ （6) 略
( 7)配偶者が配偶者からの暴力 の防止及び被害者の保護等に関す

る法律（平成13年法律第31号）第10条第1項の規定によ
る保護命令 を受けている男子又は女子であって 、
当該命令の申立て を行ったもの

（定義）
第2条 略
2 略
3 この条例において 「配偶者のない男子又は女子」 とは、 配偶者

（婚姻の届出 をしていないが、 事実上婚姻 関係と同様の事情にあ
る者を含む。 以下同じ。 ）と死別した男子又は女子であって、 現
に婚姻（婚姻の届出をしていないが、 事実上婚姻 関係と同様の事
情にある場合を含む。 以下同じ。 ）をしていないもの及びこれに
準ずる次の各号のいずれかに該当 する男子又は女子をいう。 ただ
し、 児童福祉法（昭和22年法律第164 号）第6条の4
に規定する里親を除く 。

(1) ～ (6) 略
( 7)配偶者が配偶者からの暴力 の防止及び被害者の保護等に関す

る法律（平成13年法律第31号）第10条第1項又は第10 
条の2の規定による命令を受けて いる男子又は女子であって 、
当該命令の申立て を行ったもの



改 正 月
ヽ

1
r 」 改 正 後

4 · 5 略 4 · 5 略

附 則（平成31年3月26日条例第10号） 附 則（平成31年3月26日条例第10号）

（施行期日） （施行期日）
1 この条例は、 平成31年8月1日から施行する 。 1 この条例は、 令和元年8月1日 から施行する 。
2 略 2 略

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
この条例は、 令和6年4 月1日から施行する 。

5
7
 



議案第2 9号

紀の川市介護保険条例の一部改正について

紀の川市介護保険条例（平成1 7年紀の川市条例第14 2号）の一部を別紙のとおり
改正するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

第 9 期紀の川市介護保険事業計画に基づき 、 令和6年度から令和8 年度ま での保険料
率 の改定等に伴い、 条例の一部を改正するため。

- 58 -



紀の川市介護保険条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市介護保険条例（平成17年紀の川市条例第14 2号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分であ
る。

改 正 ヽ r月 l」 改 正 後
（保険料率） （保険料率）

第6条 令和3年度から令和5年度ま での各年度における保険料率 第6条 令和6年度から令和8年度ま での各年度における保険料率
は、 次の各号に掲げる第1号被保険者の区分に応じそれぞ れ当該 は、 次の各号に掲げる第1号被保険者の区分に応じそれぞれ当該
各号に定める額とする。 各号に定める額とする。

cn (1)令第39条第1項第1号に掲げる者 39, 000円 (1)令第39条第1項第1号に掲げる者 36, 4 00円
｀ 

(2)令第39条第1項第2号に掲げる者 5 4 ,  6 0 0円 (2)令第39条第1項第2号に掲げる者 51, 200円
(3)令第39条第1項第3号に掲げる者 5 8, 5 0 0円 (3)令第39条第1項第3号に掲げる者 5 5, 2 0 0円
(4 )令第39条第1項第4 号に掲げる者 70, 200円 (4 )令第39条第1項第4 号に掲げる者 72, 000円
(5)令第39条第1項第5号に掲げる者 7 8, 0 0 0円 (5)令第39条第1項第5号に掲げる者 8 0, 0 0 0円
(6)次のいずれかに該当 する者 91, 300円 (6)次のいずれかに該当 する者 9 3, 6 0 0円

ア 略 ア 略
イ 要保護者であって、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く 。 ）、 次号イ 、 第8号イ 、 第9号イ 又は第10号

イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ
の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く 。 ）、 次号イ 、 第8号イ 、 第9号イ 、 第10号イ



改 正 ＂リ
i

月

ィ

当 する者を除く。 ）
(7)次のいずれかに該当 する者 1 0 5, 3 0 0円

ア 略
イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたなら ば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く。 ）、 次号イ 、 第9号イ 又は第10号イ

に該当 する者を

6
0
 

に該

除く。 ）
(8)次のいずれかに該当 する者 上旦旦上 900円

ア 略
イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたなら ば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く。 ）、 次号イ 又は第10号イ

に該当 する者を除く。 ）
(9 ) 次のいずれかに該当 する者 1 3 6, 5 0 0 円

ア 合計所得金額が320万円以上500万円未満であり、 か
つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの

イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ
の号の区分による額を適用されたなら ば保護を必要としない

改 正 後
、 第11号イ 、 第12号イ 、 第13号イ 又は第14 号イ に該
当 する者を除く。 ）

( 7)次のいずれかに該当 する者 108, 000円
ア 略
イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたなら ば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く。 ）、 次号イ 、 第9号イ 、 第10号イ 、 第11号
イ 、 第12号イ 、 第13号イ 又は第14 号イ に該当 する者を
除く。 ）

(8)次のいずれかに該当 する者 124 , 00 0円
ア 略
イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたなら ば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く。 ）、 次号イ 、 第10号イ 、 第11号イ 、 第12 
号イ 、 第13号イ 又は第14 号イ に該当 する者を除く。 ）

( 9)次のいずれかに該当 する者 14 0, 000円
ア 合計所得金額が320万円以上4 20万円未満であり、 か

つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの
イ 要保護者であって、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたなら ば保護を必要としない



改 正 月‘ ’Ij 改 正 後
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1) に係る 状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1) に係る
部分を除く。 ）又は次号イ 部分を除く。 ）、 次号イ 、 第11号イ 、 第12号イ 、 第13 

に該当 する者を除く。 ） 号イ 又は第14 号イ に該当 する者を除く。 ）
(1 0) 次のいずれかに該当 する者 167, 700円 (1 0) 次のいずれかに該当 する者 152, 000円

ア 合計所得金額が500万円以上800万円未満であり、 か ア 合計所得金額が4 20万円以上520万円未満であり、 か
つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの

イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ イ 要保護者であって 、 その者が課される保険料額についてこ
の号の区分による額を適 用されたならば保護を必要としない の号の区分による額を適 用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1) に係る 状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1) に係る
部分を除く。 ） 部分を除く。 ）、 次号イ 、 第12号イ 、 第13号イ 又は第1

61 
に該当 する者を除く。 ） 4 号イ に該当 する者を除く。 ）

（新設） (1 1) 次のいずれかに該当 する者 172, 000円
ヱ 合計所得金額が520万円以上620万円末満であり、 か

つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの
工 要保護者であって、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適 用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1) に係る
部分を除く。 ）、 次号イ 、 第13号イ 又は第14 号イ に該当
する者を除く。 ）

（新設） (1 2) 次のいずれかに該当 する者 184 , 000円
工 合計所得金額が620万円以上720万円未満であり、 か

つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの



改 正 月‘ IJ’ 改 正 後
工 要保護者であって、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く。 ）、 次号イ 又は第14 号イ に該当 する者を除
く。 ）

（新設） (1 3)次のいずれかに該当 する者 192, 000円
工 合計所得金額が720万円以上820万円末満であり、 か

つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの
工 要保護者であって、 その者が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る

62 部分を除く。 ）又は次号イ に該当 する者を除く。 ）
（新設） (1 4 )次のいずれかに該当 する者 204 , 000円

工 合計所得金額が820万円以上920万円未満であり、 か
つ、 前各号のいずれにも該当 しないもの

工 要保護者であって、 その者が課される保険料額についてこ
の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない
状態となるもの（令第39条第1項第1号イ （（1)に係る
部分を除く。 ）に該当 する者を除く。 ）

(1 1)前各号のいずれにも該当 しない者 1 98, 900円 (1 5)前各号のいずれにも該当 しない者 212, 000円
2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減額賦 2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減額賦

課に係る令和3年度から令和5年度ま での各年度における保険料 課に係る令和6年度から令和8年度ま での各年度における保険料



6
3 

改 正 前
率は、 同号の規定にかかわらず、 23, 4 00円とする。

3 前項の規定は、 第1項第2号に掲げる第1号被保険者について
の保険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度ま での各年
度におけ る保険料率について 準用する。 この場合において、 前項
中 「23, 4 00円」 とあるのは、 「35, 100円」 と読み替
え るものとする。

4 第2項の規定は、 第1項第3号に掲げる第1号被保険者につい
ての保険料の減額賦課に係る令和3年度から令和5年度ま での各
年度におけ る保険料率について 準用する。 この場合において、 第
2項中 「23, 4 00円」 とあるのは、 「54 ,  6 0 0円」 と読
み替えるものとする。

改 正 後
率は、 同号の規定にかかわらず、 22, 800円とする。

3 前項の規定は、 第1項第2号に掲げる第1号被保険者について
の保険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度ま での各年
度におけ る保険料率について 準用する。 この場合において、 前項
中 「22, 8 0 0円」 とあるのは、 「35, 2 0 0円」 と読み替
え るものとする。

4 第2項の規定は、 第1項第3号に掲げる第1号被保険者につい
て の保険料の減額賦課に係る令和6年度から令和8年度ま での各
年度における保険料率について 準用する。 この場合において、 第
2項中 「22, 8 0 0円」 とあるのは、 「54 ,  8 0 0円」 と読
み替えるものとする。

（賦課期日後 において 第1号被保険者の資格取得、 喪失等があっ 偵武課期日後において 第1号被保険者の資格取得、 喪失等があっ
た場合） た場合）

第8条 略 第8条 略
2 略
3 保険料の賦課期日後 に令第39条第1項第1号イ （同号に規定

する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（1)に係る
者を除く。 ）、 口 若しくは二、 第2号口 、 第3号口 、 第4 号口 、
第5号口 、 第6号口 、 第7号口 、 第8号口 又は第9号ロ

に該当 するに至った
第1号被保険者（第1項に規定する者を除く。 ）に係る保険料の
額は、 当該該当 するに至った日の属する月の前月ま で月割りによ

2 略
3 保険料の賦課期日後 に令第39条第1項第1号イ （同号に規定

する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（1)に係る
者を除く。 ）、 口 若しくは二、 第2号口 、 第3号口 、 第4 号口 、
第5号口 、 第6号口 、 第7号口 、 第8号口 、 第9号口 、 第10号
ロ 、 第11号口 、 第12号口 又は第13号口 に該当 するに至った
第1号被保険者 に係る保険料の
額は、 当該該当 するに至った日の属する月の前月ま で月割りによ



改 正 月‘ ’

lj 改 正 後
り算定した当該第1号被保険者に 係る保険料の額と当該該当 する り算定した当該第1号被保険者に 係る保険料の額と当該該当 する
に至った日の属する月から令第39条第1項第1号から第9号ま に至った日の属する月から令第39条第1項第1号から第13号
で のいずれかに 規定する者として月割りにより算定した保険料 ま でのいずれかに 規定する者として月割りにより算定した保険料
の額の合算額とする。 の額の合算額とする。

4 略 4 略

6
4
 

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
（施行期日）

1 この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。
（経過措置）

2 この条例による改正後 の紀の川市介護保険条例第6条の規定は、 令和6年度以降の年度分の保険料について適用し、 令和5 年度以前の年
度分の保険料について は、 なお従前の例に よる。



議案第30号

紀の川市水道 事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例の制 定に
ついて

紀の川市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり制 定
するものとする。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方自治法の一部を改正する法律（令和5 年法律第1 9 号）が令和6年4 月1 日から
施行さ れることに伴い、 条例の一部を改正するため。

- 65 -
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紀の川市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

（紀の川市水道事業の設置等に関する条例の一部改正）
第1条 紀の川市水道事業の設置等に関する条例（平成17年紀の川市条例第18 7号）の一部を次のように改正する。 な お、 改正部分は、

次の表中下線の部分である。
改 正 月

‘

I
’

J 改 正 後
（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律 第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律
第67号）第24 3条の2の2第8項の規定により各事業の業務 第67号）第24 3条の2の8第8項の規定により各 事業の業務
に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ
ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上 ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上
である場合とする。 である場合とする。

（紀の川市工業用水道事業の設置等に関する条例の一部改正）
第2条 紀の川市工業用水道事業の設置等に関する条例（平成17年紀の川市条例第18 8号）の一部を次のように改正する。 な お、 改正部

分は、 次の表中下線の部分である。
改 正 目

‘ ’

IJ 改 正 後
（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律 第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律
第67号）第24 3条の2の2第8項の規定により、 工業用水道 第67号）第24 3条の2の8第8項の規定により、 工業用水道
事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同 事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同
意を得なけ ればな らない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1 意を得なけ ればな らない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が 1



改 正
0万円以上である場合とする。

‘ ’  
月IJ 改 正

0万円以上である場合とする。
後

（紀の川市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）
第3条 紀の川市下水道事業の設置等に関する条例（令和元年紀の川市条例第15号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次

の表中下線の部分である。

67 

改 正 月‘ ’

I」 改 正 後
（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第5条 法第34 条において 準用する地方自治法（昭和22年法律 第5条 法第34 条において 準用する地方自治法（昭和22年法律
第67号）第24 3条の2の2第8項の規定により各事業の業務 第67号）第24 3条の2の8第8項の規定により各事業の業務
に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ に従事する職員の賠償責任の免除について 、 議会の同意を得なけ
ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上 ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上
である場合とする。 である場合とする。

附 則
この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。



議案第31号

紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬 及び費 用弁償に関する 条例の
一部改正について

紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬 及び費 用弁償 に関する 条例（平成1 7年
紀の川市条例第4 3号）の一部を別紙のとおり改正する ものとする 。

令和6年2月22日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

保育所嘱託医 、 学校医、 学校歯科医 及び学校薬剤師の報酬 を定める ため。

- 68 -
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紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日

条例第 号

紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成17年紀の川市条例第4 3号）の一部を次のように改正する。
なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

改 正 月
‘
IJ’ 改 正 後

別表（第1条関係） 別表（第1条関係）
（単位 ： 円） （単位 ： 円）

区分 報酬の額 区分 報酬の額
略 略 略 略

公立保育所のあり方検討委員会委員 略 公立保育所のあり方検討委員会委員 略

農業振興地域整備促進協議会委員 略 保育所嘱託医 疇 1保育所につき 30
略 略 0, 0 0 0円以内で市長が

教育支援委員会委員 略 定める額
粉河学校給食セ ンタ ー運営委員会委員 略 農業振興地域整備促進協議会委員 略

略 略 略 略

教育支援委員会委員 略

学校医 疇 1校につき 500: 
000円以内で市長が定め
る額

学校歯科医 年額 1校につき 50 0, 



改 正 月
‘

I
’

J 改 正 後
000円以内で市長が定め
る額

諏薬剤師 年額 1校につき 15 0, 
000円以 内で市長が定め
る額

粉河学校給食セ ンタ ー運営委員会委員 略
略 略

附 則（令和 年 月 日条例第 号）
この条例は、 令和6年4 月1日から施行する。

7
0
 



議案第32 号

令和5年度紀の川市一般会計補正予算（第8号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市一般会計補正予算（第8号）について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 7 1  -



議案第33号

令和5年度紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第4 号）
について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第4 号）について 、 議会の議決を求
める 。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第34 号

令和5年度紀の川市国民健康保険直営診療 施設勘定特別会計補正予算（第2号）
について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市国民健康保険直営診療 施設勘定特別会計補正予算（第2号）について 、 議会の
議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 73 -



議案第35 号

令和5年度紀の川市後 期高齢者医療特別会計補正予算（第3号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市後 期高齢者医療特別会計補正予算（第3号）について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 74 -



議案第36号

令和5年度紀の川市介護保険事業勘定特 別会計補正予算（第4 号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市介護保険事業勘定特別会計補正予算（第4 号 ）について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 75 -



議案第37号

令和5年度紀の川市水道 事業会計補正予算（第4 号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市水道 事業会計補正予算 （第4 号）について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算 及び予算 に関する説明書別紙添付）
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議案第38号

令和5年度紀の川市下水道 事業会計補正予算（第3号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和5年度
紀の川市下水道事業会計補正予算（第3号）について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第39号

令和6年度紀の川市一般会計予算について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1条第1項の規定により、 令和6年度
紀の川市一般会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第4 0号

令和6年度紀の川市土地取得事業特 別会計予算に ついて

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1条第1項の規定に より、 令和6年度
紀の川市土地取得事業特別会計予算に ついて 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に 関する説明書別紙添付）

- 79 -



議案第4 1号

令和6年度紀の川市国民健康保険 事業勘定特別会計予算について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1条第1項の規定により、 令和6年度
紀の川市国民健康保険 事業勘定特別会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 80 -



議案第4 2号

令和6年度紀の川市国民健康保険直営診療 施設勘定特別会計予算について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1条第1項の規定により、 令和6年度
紀の川市国民健康保険直営診療 施設勘定特別会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 8 1  -



議案第4 3号

令和6年度紀の川市後 期高齢者医療特別会計予算について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1条第1項の規定により、 令和6年度
紀の川市後 期高齢者医療特別会計予算について、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 82 -



議案第4 4 号

令和6年度紀の川市介護保険事業勘定特 別会計予算について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1条第1項の規定により、 令和6年度
紀の川市介護保険事業勘定特別会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 83 -



議案第4 5号

令和6年度紀の川市財産区特別会計予算について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 1 条第1 項の規定により、 令和6年度
紀の川市財産区特別会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 84 -



議案第4 6号

令和6年度紀の川市水道 事業会計予算について

地方公営企業法（昭和2 7年法律第292号）第24 条第2項の規定により、 令和6
年度紀の川市水道 事業会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関 する説明書別紙添付）

- 85  -



議案第4 7号

令和6年度紀の川市工業 用水道 事業 会計予算について

地方公営企業法（昭和2 7年法律第2 9 2号）第24 条第2項の規定により、 令和6
年度紀の川市工業 用水道 事業会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6年2月22日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 86 -



議案第48号

令和6年度紀の川市下水道 事業会計予算について

地方公営企業法（昭和 2 7 年法律第2 9 2 号）第2 4 条第2 項の規定により、 令和6

年度紀の川市下水道 事業会計予算について 、 議会の議決を求める。

令和6 年 2 月 2 2 日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 87 -


